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収縮ひび割れ発生メカニズムに関する研究 
 
STUDY ON CONTRACTION BEHAVIOR CAUSED BY VOLUME CHANGE AND MECHANISM CAUSING 
SHRINCAGE CRACK OF MASS CONCRETE STRUCTURE OF EARLY AGE COCRETE 
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In this study, experiments of separating strain of multiple overlapping were conducted with the 
objective of grasping contraction behavior of concrete of early age.  
As a result of the study, the expression for calculating temperature strain from temperature change 
was created taking water cement ratio and cast temperature into consideration. Also, Using the 
expression considering curing temperature created from the creep test, the possibility of grasping the 
creep strain was found. Finally, the occurrence of shrinkage crack was evaluated by overlapping the 
strains. 
Key Words : Temperature strain, creep strain, material characteristics value, Thermal stress testing 
machine, mass concrete 
 
 
１． はじめに 
コンクリート構造物に発生するひび割れは，構造物の
初期欠陥となるだけでなく，耐久性の低下にも大きな影
響を及ぼす．ひび割れの発生原因には種々のものがある
が，その一つにセメントの水和発熱に起因する，体積変
化に伴う収縮ひび割れがある．特に部材寸法の大きいマ
スコンクリート構造物の場合，セメントの水和発熱によ
って部材内部に熱塊が生じやすく，膨張したコンクリー
トがその後の温度降下に伴う体積変化によって収縮ひび
割れが生じやすくなる場合がある．このマスコンクリー
ト構造物の若材齢時におけるセメントの水和発熱に起因
する体積変化に伴う収縮挙動には，一般に温度収縮，自
己収縮，乾燥収縮などがある．これらの収縮挙動は，そ
れぞれが水セメント比や温度など多くのパラメータを含
みさらに，複合的に発生している．そのため，全体の収
縮挙動を把握するためにはこれらの収縮挙動を分離し，
成分別に評価することが重要である．このように成分別
に収縮挙動を把握し，それを重ね合わせて全体を把握す
ることによって，若材齢時におけるコンクリート構造物
に生じる応力を予測することが可能となる． 
コンクリートのひび割れの発生条件として，推定され
た応力と引張強度との大小関係から判定する方法を採用
することが多いため，応力の推定精度を向上させること
が重要である．一方で，コンクリートの引張強度の算定
に関して，静的な短時間強度試験下では荷重速度ならび
に荷重履歴などの影響から派生するクリープが関係し，
引張強度に影響するといわれている．一般のマスコンク
リートが変形を拘束された場合に生じるような緩やかな
載荷速度では，いわゆる通常の速度で載荷したときの引
張強度の 70%まで下がることも報告されており，全体と
して統一的な見解が得られていない．さらに，引張強度
の算定には，強度発現式を用いているが，現在用いられ
ている強度発現式は 20℃の水中で養生した供試体(以後，
標準養生と称する)の試験結果を用いて算定したものであ
り，マスコンクリートの部材内部におけるセメントの水
和発熱による温度影響を考慮しきれているとは言い難
い．  
本研究では，収縮挙動をもたらす各ひずみに着目し，
各ひずみ成分を分離することによって，実構造物条件下
での，若材齢時におけるコンクリートの体積変化に伴う
収縮挙動及び収縮ひび割れ発生メカニズムを把握すると
ともに，収縮ひび割れの発生限界について検討を行うこ
とで，収縮ひび割れの予測精度を向上させることを目的
とした． 
 
２． 実験概要 
本研究では，セメントの水和発熱に起因する体積変化
に伴う収縮挙動として温度ひずみ，また収縮挙動ととも
に発生する変形特性としてクリープひずみだけでなく，
コンクリートのひび割れに抵抗する力学特性値である，
引張強度や伸び能力に着目し，簡易物性評価試験や圧縮
クリープ試験，直接引張強度試験を行った．得られた実
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験結果から各ひずみを分離して評価を行った．また併せ
て TSTM 試験(Thermal stress testing machine)を行い，分離
した各ひずみの適用性を検討した．なお本研究では，自
己収縮ひずみの算出に関して，既往の研究 1)で提案され
た以下の式(1)~(3)を用いることとした． 
 
𝜀𝑎𝑠(𝑡) = 𝜀𝑎𝑠1(𝑡1) + 𝜀𝑎𝑠2(𝑡2) (1) 
𝜀𝑎𝑠1(𝑡1)   = 1 {1 + 𝛼 × 𝑒𝑥𝑝(−𝛼 × (𝑡1 − 𝑡0))}⁄
× 𝜀𝑠ℎ,∞
× {1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝐴 × (𝑡1 − 𝑡0)
𝐵)} 
(2) 
𝜀𝑎𝑠2(𝑡2) = 1 {1 + 𝛼
′ × 𝑒𝑥𝑝(−𝛼′ × (𝑡2 − 𝑡
′))}⁄   
× 𝜀𝑠ℎ,∞
′
× {1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝐴′ × (𝑡2 − 𝑡
′)𝐵
′
)} 
(3) 
 
ここに， 𝜀𝑎𝑠 (𝑡)：材齢𝑡(日)での自己収縮ひずみ 
 𝜀𝑎𝑠1 (𝑡1) ：変曲点以前の自己収縮ひずみ(0 ≤ 𝑡1 ≤ 𝑡
′) 
 𝜀𝑎𝑠2 (𝑡2) ：変曲点以後の自己収縮ひずみ(𝑡
′ ≤ 𝑡2) 
 𝑡1, 𝑡2     ：材齢（日） 
 𝜀𝑠ℎ,∞     ：変曲点の材齢における自己収縮ひずみ 
 𝑡0      ：凝結始発(日) 
 𝛼, 𝐴, 𝐵   ：定数 
  𝜀𝑠ℎ,∞
′    ：変曲点以後の自己収縮ひずみの終局値 
 𝑡′      ：変曲点の材齢(日) 
  𝛼′, 𝐴′, 𝐵′  ：定数 
 
（１） マスコンクリートの硬化過程における温度ひず
みおよび熱膨張係数に関する検討 
本検討では，図 1 に示す既往の研究 2)で用いられてい
る簡易物性評価試験装置を使用した．発泡スチロール製
の簡易物性評価試験装置の中央に打設したφ300×400ｍ
ｍの供試体中央部にひずみ計を埋設し，硬化過程におけ
る若材齢コンクリートの温度履歴とひずみ履歴を計測し
た．計測されたひずみは，自己収縮ひずみと温度ひずみ
を含んでいることから，既往の研究 1)を参考に算出した
自己収縮ひずみを差し引くことで温度ひずみ成分のみを
抽出することとした．また得られた温度ひずみの変化量
と温度変化量との関係から，熱膨張係数を求めた． 
本検討では，ひずみの変化に影響を及ぼすと考えられ
る，水セメント比と打込み温度をパラメータとして実験
を行った．使用したコンクリート配合を表 1 に示す． 
 
 
表 1 使用したコンクリート配合 
 
 
 
図 1 簡易物性評価試験装置概要 
 
（２） 若材齢時における温度依存性を考慮したクリー
プ挙動に関する検討 
本検討では，温度依存性を考慮したクリープ挙動の把
握を目的として一定応力下の圧縮クリープ試験を実施
し，若材齢時の単位クリープの予測式を提案した．本検
討では，図 2 に示すφ100×400ｍｍの供試体を用いて，
若材齢時における圧縮クリープ試験を実施した．供試体
への載荷は，センターホールジャッキを用いて供試体内
に埋設した PC 鋼棒を引っ張った状態でナットを締めこむ
ことによって，PC 鋼棒が圧縮方向に復元しようとする力
を利用して，コンクリート供試体に一定の圧縮荷重を加
える仕組みである．載荷過重はロードセルによって測定
し，適宜ナットを絞め込むことで一定応力条件とした．
載荷後は任意の温度に変更可能な恒温養生槽を用いて，
一定温度条件化(20,30,40,50℃)とした． 
本検討で使用したコンクリート配合を表 2 に示す．養
生温度が 20℃のケースでは，水セメント比を 45,50,60％
とし，水セメント比 50％のケースにおいては養生温度を
20℃だけでなく，30,40,50℃と変更し，その温度影響につ
いて検討した． 
 
 
図 2 クリープ供試体概要図 
 
 
表 2 使用したコンクリート配合 
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（３） 温度影響を考慮した引張強度特性に関する検討 
本検討では，収縮ひび割れに抵抗する要因である，コ
ンクリートの引張強度特性，また伸び能力に着目し，部
材厚で 1.0～1.5m 程度の実際のマスコンクリート構造物
の内部温度に近い温度履歴を再現することのできる簡易
物性評価試験装置を用いて養生(以後，マス養生と称する)
した供試体に対して，圧縮強度試験，割裂引張強度試験
及び直接引張試験を実施し温度影響を考慮した力学特性
を把握した．直接引張強度試験に使用した供試体を図 3
に示す．図 1 に示した簡易物性評価試験装置内に，供試
体を養生することで温度履歴を与える(以後，マス養生と
称する)．試験材齢は 3,7,14,28 日とし，各材齢に対して試
験本数を 3 本とし，試験を実施した．直接引張試験で
は，試験機から荷重を測定するとともに，引張方向に対
して平行に供試体にひずみゲージを左右 2 枚貼り，ひず
みを測定し引っ張りヤング係数，伸び能力の算定を行っ
た．また比較のために同材齢で圧縮強度試験，割裂引張
強度試験を実施した． 
 本検討で使用したコンクリート配合を表 3 に示す． 
 
 
図 3 直接引張試験供試体概要図 
 
表 3 使用したコンクリート配合 
 
 
 
（４） マスコンクリートの収縮ひび割れ発生評価に関
する検討 
本検討では，(1)~(3)までの結果を用いて推定した値
と，TSTM 試験結果を比較することによって，温度履歴
条件下におけるマスコンクリート構造物の各ひずみ成分
の妥当性を検討するとともに，各ひずみから算出した発
生応力の推定および直接引張試験結果から算出したひび
割れ発生限界と比較することによって，収縮ひび割れの
発生メカニズムの把握を目的とした． 
本検討では，自由に膨張・収縮が可能な無拘束状態の
供試体(以後，無拘束供試体と称す)と任意の拘束度を与え
ることが可能な供試体(以後，拘束供試体と称す)から構成
されている TSTM 試験装置を用いて実験を行うことで，
打ち込みひび割れ発生までの想定部材内部の体積変化に
伴う膨張・収縮挙動をシミュレートした．供試体の概要
図を図 4 及び図 5 に示す．図 4 に示す無拘束供試体の寸
法は，150×150×850mm である．図 5 に示す拘束供試体の
寸法は，150×150×1500mm で，試験対象となるのは拘束
治具が設置されている部分を除く長さ 1000mm の範囲で
ある．拘束供試体は試験対象区間と拘束治具との境界部
で応力集中が発生することのないよう，緩やかなカーブ
状となっている．また両供試体ともに乾燥を防止するた
めに，供試体の周囲をポリエチレン製のシートで覆い，
封緘養生を施している．また，両供試体の型枠には温度
が調節できるよう，事前に温度設定された水を通水させ
るために配管がなされており，両供試体に対して任意の
温度履歴条件を与えることが可能となっている．なお，
拘束供試体には 5 か所，無拘束供試体には 3 か所熱電対
を用いて温度計測を行っており，両供試体とも計測温度
と設定温度に差異が生じないようにしている．さらに，
各供試体のひずみは，供試体両側面に設置した変位計
（計測長 750mm）から計測された変位を基に求めてい
る． 
本検討で使用したコンクリート配合を表 4 に示す． 
 
 
図 4 無拘束供試体概要図 
 
 
図 5 拘束供試体概要図 
 
表 4 使用したコンクリート配合 
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３． 実験結果及び考察 
（１） マスコンクリートの硬化過程における温度ひず
みおよび熱膨張係数に関する検討 
各ケースの温度履歴を図 6 に示す．図 6 から各ケース
の温度履歴は，日本コンクリート工学会マスコンクリー
トのひび割れ制御指針 2016(以後，ひび割れ制御指針と称
する)に記載されている断熱温度上昇特性式を用いて，壁
厚 1.0ｍの壁状構造物に対して実施した温度解析結果とほ
ぼ同様の値を示した．したがって，各ケースのコンクリ
ート教師隊は，壁厚 1.0ｍ程度のマスコンクリート内部の
温度変化に近い温度履歴を受けていると考えられる． 
 
 
図 6 各ケースの温度履歴 
 
式(1)～(3)に示す既往の研究で提案された自己収縮ひず
みの予測式を用いて算出した，自己収縮ひずみを差し引
くことで算出した温度ひずみを図 7 に示す．図 7 からひ
ずみ降下時での勾配は，各ケースとも 20~30×10-6/日程
度であり，ほぼ同様の結果となった．また，最大ひずみ
は，水セメント比 45%で約 420×10-6，50%で約 345×
10-6，60%で約 280×10-6であった．単位セメント量が
10kg/m³増加するごとに最大ひずみが 15×10-6，増加する
結果となり，温度ひずみと自己収縮ひずみを含んだ全ひ
ずみよりも大きくなった．これらの結果より，水セメン
ト比の違いは最大温度ひずみに影響しているといえる． 
 
 
図 7 各ケースの温度ひずみ 
次に各ケースの温度ひずみ履歴と温度変化量から 3 時
間ごとの熱膨張係数を算出した．算出した熱膨張係数に
移動平均を行った，各ケースの熱膨張係数の変化を図 8
に示す．図 8 から，どのケースにおいても傾向は同様で
あった．また，すべてのケースにおいて打設後 10 時間後
までは，ひび割れ制御指針に記載されている 12×10^-
6/℃よりも 5~10 程度大きくなった．またすべてのケース
においてコンクリート温度が降下するにつれ，熱膨張係
数が従来用いられているような値である 12×10^-6/℃程
度に収束する結果となった． 
 
 
図 8 打設後 3時間ごとの熱膨張係数の変化 
 
次に，各ケースの温度履歴から算出した温度変化量と
温度ひずみ履歴の温度上昇域における関係を図 9 に示
す．温度降下域ではすべてのケースで，温度変化量に対
するひずみ変化率である熱膨張係数は，10～12×10^-
6/℃であったのに対して，温度上昇域では温度変化量が
10℃程度の時点において，それまで活発だった膨張が一
旦緩まり，その後また緩やかに膨張していくという傾向
が得られた．さらに全てのケースにおいて，打設直後か
ら膨張が緩やかになる点までは，熱膨張係数が約 15×10-
6/℃であり，一般的な値よりも大きくなる結果となった． 
以上の結果より，打設直後から硬化過程において，若
材齢コンクリートは材齢の変化に伴いその物性が変化す
るため，材齢の変化を踏まえて熱膨張係数を変化させて
いく必要があると考えられる．そこで本検討では，図 10
に示すように温度上昇区間を 2 つの区間に分け，それぞ
れの区間において水セメント比および打込み温度を考慮
した熱膨張係数の算出を行った． 
 
 
図 9 温度上昇域での温度変化量と温度ひずみの関係 
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図 10 本検討における温度上昇区間の区間分けの概念図 
 
各区間での温度ひずみの推定式を式(4)～(9)に示す．水
セメント比と打込み温度をパラメータとして，温度上昇
区間①では一次関数を用い，温度上昇区間②では指数関
数を用いて同定を行った．さらに，得られた式を用いて
推定した温度ひずみと実験結果の比較の１例を図 11 に示
す．本研究で作成した推定式から温度ひずみを推定した
結果，多くのケースで，温度上昇域においておおむね一
致した．また，すべてのケースにおいて温度上昇区間①
における温度ひずみの挙動がおおむね一致していること
から，本検討で示したように，コンクリート打設直後の
熱膨張係数は，一般的な値よりも大きく見積もる必要が
あると考えられる． 
 以上の結果より，実験データを蓄積し反映させていく
必要はあるものの，温度上昇区間を 2 つに分割し各区間
で水セメント比や打込み温度を考慮することによって，
温度ひずみの挙動を推定できる可能性を示した． 
 
温度上昇区間① 
𝜀1 = 𝐴∆𝑇1   (0 ≤ t ≤ 𝑡1) (4) 
A = (0.229CT + 11.7) × [
−18.2(𝑊 𝐶) + 25.6⁄
16.5
] 
(5) 
𝑡1 =  −0.0257𝐶𝑇 + 1.04 (6) 
ここに，𝜀1 ∶ 温度上昇区間①における温度ひずみ(× 10
−6) 
    A  ∶  温度ひずみに関する係数 
     ∆𝑇1 ∶  温度上昇区間①における温度変化量(℃)    
        𝑡1  ∶  温度上昇区間①が継続する時間(日) 
CT : 打込み温度(℃) 
    (W/C) : 水セメント比 
 
温度上昇区間② 
𝜺𝟐 = 𝐴
′∆𝑇2
𝐵′   (𝑡1 < 𝑡 ≤ 𝑡𝑇𝑚𝑎𝑥) (7) 
A′ = (−0.0466CT + 4.77) × [
2.59 (𝑊 𝐶)⁄ + 2.55
3.84
] 
(8) 
B′ = 1.29 (9) 
ここに，𝜀2 ∶ 温度上昇区間②における温度ひずみ(× 10
−6) 
    A′, B′ ∶  温度ひずみに関する係数 
    ∆𝑇2  ;  温度上昇区間②における温度変化量(℃) 
    𝑡1    ∶  温度上昇区間①が継続する時間(日) 
   𝑡𝑇𝑚𝑎𝑥 ∶  コンクリート温度が最高値になる時間(日) 
 
 
図 11 推定値と実験結果の比較 
 
（２） 若材齢時における温度依存性を考慮したクリー
プ挙動に関する検討 
得られたクリープひずみを載荷応力で除することで単
位クリープを算出した．今回，圧縮クリープ試験で実施
した 30，40，50℃のケースで材齢が進むにつれて計測が
不可能となってしまったため，本検討では，打設後材齢
14 日までの，若材齢でのクリープひずみが発現する過程
に着目することとした．得られたクリープひずみと単位
クリープの一例を図 12 および図 13 に示す．載荷材齢が
3 日以降のケースでは載荷材齢が大きくなると，クリー
プひずみが大きくなる傾向を示した．また，養生温度が
高くなるとクリープひずみが大きくなる結果を示した．
また単位クリープに関して，材齢 3 日以降のケースで
は，単位クリープは応力比に関わらずおおむね一致する
結果となった．養生温度が 50℃のケースにおいてはクリ
ープひずみが極めて大きく計測され，単位クリープもほ
かのケースと比較して 4 倍以上大きかったため，養生温
度がクリープに与える影響はとても大きいことが考えら
れる．線形的な関係ではなく，養生温度が上がれば上が
るほどクリープひずみ及び単位クリープが増加していく
ことも考えられるため，今後実験ケースを増やした検討
が必要である． 
 
 
図 12 クリープひずみと単位クリープ① 
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図 13 クリープひずみと単位クリープ② 
 
以上の結果を踏まえて，材齢 14 日時点での単位クリープ
から各係数を算出し，養生温度の影響をより考慮するよ
うに各係数式を作成した．構築した単位クリープ予測式
を式(10)～(13)に示す．また，推定値と実験結果との比較
の 1 例を図 14 に示す．図 14から特に養生温度の高かっ
た 50℃のケースでは実測値と推定値がおおむね一致する
傾向が得られた．一方で養生温度が 20℃のケースではす
べてのケースで，単位クリープを 30~60μ/N/mm²程度大き
く推定する結果となった．初期の単位クリープと次第に
緩やかになる傾向は同様であったことから，単位クリー
プの予測は可能であり，実験を積み重ねることで推定精
度を向上させることが可能であると考えられる． 
 
 
𝜀 = 𝛼 × [
1
1 + 0.01 × 𝑒𝑥𝑝{−0.01 × (𝑡 − 𝑡0)}
] × 𝜀∞
× [1 − 𝑒𝑥𝑝{−𝛽 × (𝑡 − 𝑡0)
0.5}] 
(10) 
 𝛼 = 𝑒𝑥𝑝(𝑇0.045) × 1.50 + 1.00 (11) 
 𝜀𝑡14 = {0.1 × 𝑒𝑥𝑝(𝑊 𝐶⁄ ∗ 10) + 10}
× {4.66 ∗ 𝑒𝑥𝑝(−𝑡0) + 0.828} 
(12) 
 𝛽 = 0.01 × 𝑒𝑥𝑝(0.457 ∗ 𝑡0) + 0.661 (13) 
ここに， 𝜀：単位クリープ(𝜇/𝑁 𝑚𝑚2)⁄  
     𝑡0：載荷材齢(日) 
     𝑡：管理材齢(日) 
     𝑇：養生温度(℃) 
 𝜀𝑡14：材齢 14 日時点における単位クリープ(𝜇/𝑁 𝑚𝑚
2)⁄  
     𝑊 𝐶⁄ ：水セメント比 
     𝛼, 𝛽：係数 
 
 
図 14 推定値と実験結果の比較 
（３） 温度影響を考慮した引張強度特性に関する検討 
引張強度試験結果を養生方法ごと，また試験方法ごと
に比較した結果を図 15 に示す．ここで，有効材齢とは温
度影響を考慮した材齢のことであり，式(14)から求めるこ
とができる．マス養生した場合，標準養生をした場合と
比較して強度発現が遅い傾向が得られた．これは，マス
養生では材齢初期に供試体の温度が上昇することによ
り，水和反応が活発となり，材齢の進行とともに，供試
体の周辺に水分がなくなり，水和反応に必要な自由水が
不足することにより，有効材齢 25 日付近からの強度増進
がなくなるためであると考えられる．一方標準養生の場
合は，自由水が豊富であるため，材齢と進行とともに長
期的に強度が増進していくと考えられる．さらに，試験
法で比較した場合，全体的に割裂引張強度が直接引張強
度を 20%程度上回る傾向が得られた．これは直接引張試
験が，直接的に供試体を引っ張ることで試験を行うた
め，供試体の最も強度の弱い面において破断が生じ，そ
の時点の強度を直接引張強度としているためであると考
えられる． 
実験結果より，直接引張強度はひび割れ制御指針など
で用いられているものと発現が異なり，温度影響や試験
法を考慮する必要があると考えられる．そこで，本研究
では圧縮強度を介することなく直接的に引張強度を算出
するような以下の式(15)~(17)を用いた．算出した推定値
と実測値の比較を図 16 に示す．図 16 から，本研究で作
成した推定式を用いて算出した推定値と実測値の誤差は
10%以内で合った．本研究で作成した式を用いることに
よって，温度履歴によって変化する，若材齢時における
マスコンクリート内部の引張強度を推定できる可能性を
示した． 
 
 
図 15 引張強度試験結果の比較 
 
 
𝑡𝑒 = ∑ ∆𝑡𝑗
𝑛
𝑗=1
∙ 𝑒
[13.65−
4000
273+𝑇(∆𝑡𝑗) 𝑡𝑑𝑎𝑦⁄
]
 
(14) 
 𝑓𝑡(𝑡𝑒) = 𝜂ln(𝑡𝑒) + 𝜁, (15) 
 𝜂 = 𝛼1 × e(𝐶/𝑊) + 𝛽1 (16) 
 𝜁 = 𝛼2 × e(𝐶/𝑊) + 𝛽2 (17) 
ここに，𝑡𝑒 ∶ 有効材齢(日) 
 ∆𝑡𝑖 ∶ ある一定のコンクリート温度が継続する期間(日) 
    𝑇(∆𝑡𝑖) ∶  ∆𝑡𝑖の間継続するコンクリート温度(℃) 
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    𝑡𝑑𝑎𝑦 ∶ 材齢を無次元化する値で 1 日 
𝑓𝑡(𝑡𝑒) ∶ 有効材齢 te(日)時点での直接引張強度 (N/mm²) 
    𝜂, 𝜁, , α1, α2, β1, β2 ∶ 引張強度の発現を表す係数 
    C/W : セメント水比（1.67～2.22） 
 
 
図 16 推定値と実験結果の比較 
 
（４） マスコンクリートの収縮ひび割れ発生評価に関
する検討 
本検討では，(1)～(3)までに得られた結果によって導い
た予測式の妥当性の検討を行う．本検討では，収縮側，
引張応力側を正とした． 
まず得られた温度履歴を用いて，本研究で作成した予
測式を用いて温度ひずみを算出し，既往の研究 1)で提案
された予測式から自己収縮ひずみを算出した．ここで，
無拘束供試体から得られる無拘束ひずみは，温度ひずみ
と自己収縮ひずみを含んだものであるため，得られた無
拘束ひずみと推定値との比較を行った．比較した結果を
図 17 に示す．すべてのケースにおいて，ひずみの挙動は
同様であった．また，BB50-30 のケースでは実測値と推
定値がほぼ同様であった．一方で，BB50-20 のケースで
実測値と推定値では，100×10-6程度差異が生じた．これ
は，自己収縮ひずみと温度ひずみを重ね合わせた際の相
互作用であると考えられ，各ひずみ成分を重ね合わせた
際のひずみの推定についてはまだまだ検討が必要である
と考えられる． 
 
 
図 17 ひずみ成分の推定値と実測値の比較 
 
 
次に，温度履歴を用いて各ケースの単位クリープを算
出し，クリープ応力を乗ずることでクリープひずみを算
出した．ここでクリープは過去の応力に依存するため，1
ステップ前，つまり 5 分前の応力を乗ずることとした．
算出したクリープひずみを TSTM 試験から得られるクリ
ープひずみと比較し，本研究のクリープひずみ予測式の
妥当性の検討を行う．推定値と実験結果の比較の一例を
図 18 に示す．図 18 から，材齢初期に引張側に圧縮応力
を緩和する方向に大きくなり，応力が圧縮側から引張側
に移行するとともに，クリープひずみも引張応力を緩和
するように負の移行していく傾向が得られた．傾向とし
ては，実験結果と同様であった．以上の結果から各ひず
み成分をパラメータを用いて評価することができる可能
性を示した． 
 
 
図 18 推定値と実験結果の比較の一例(クリープひずみ) 
 
最後に各ひずみに，ヤング係数を乗ずることで推定した
発生応力と実測値の比較の一例を図 19 に示す．から，発
生応力は，推定値は実測値と同様に圧縮側から引張側へ
と移行する結果となった．このことから各ひずみの挙動
を推定することで発生する応力の挙動については推定で
きる可能性があることを示した．しかし，試験開始直後
の温度ひずみとクリープひずみの影響から，圧縮側の応
力が大きく推定された．以上の結果を踏まえ，推定した
応力の挙動としては，実験値と同様であったことから，
各ひずみ成分を分離し別々に評価することによって発生
応力を推定することは可能であると考えられる．一方
で，収縮ひび割れは各ひずみ成分の経時変化またその相
互作用によって発生すると考えられるため，発生応力の
推定制度を向上するためには，実験データの蓄積だけで
なく，今回分離した各ひずみ成分を重ね合わせた際に生
じるひずみ同士の相互作用についても検討が必要である
と考えられる． 
 また，今回グラフ上にひび割れ制御指針に記載されて
いる従来の引張強度と，本研究で作成した直接引張強度
推定式した引張強度をひび割れの発生基準として示した
すべてのケースにおいてひび割れ制御指針よりも TSTM
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試験結果である破断時の発生応力に 0.2～0.3N/mm²程度
近かったことから，従来の方法ではひび割れ発生に対し
て引張強度を危険側に評価しており，発生基準として本
研究で示したような引張強度発現式を用いて算出した引
張強度から，ひび割れの発生評価を行うことが望ましい
と考えられる．  
 
 
図 19 推定値と実験結果の比較の一例(発生応力) 
 
４． 結論 
本研究では，収縮挙動をもたらす各ひずみに着目し，
ひずみを分離することによって実構造物条件下でのコン
クリートの収縮挙動を把握すること，またひび割れの発
生条件に着目し，ひび割れに抵抗するコンクリートの力
学特性値を把握することによって，収縮挙動と合わせて
収縮ひび割れ発生のメカニズムを解明することを目的と
し各実験を行った．以下に結果を示す． 
(1) 水セメント比や，打込み温度また養生温度などパラ
メータを振ることで，体積変化をもたらす各ひずみ
成分の挙動を予測することができる可能性を見出し
た． 
(2) 分離したひずみ成分を，温度履歴条件下で重ね合わ
せることにより，発生応力の挙動を推定することが
できる可能性を示した． 
(3) 直接引張強度試験結果を用いて作成した，直接引張
強度推定式から推定した引張強度について，従来の
引張強度よりも実験値に近かったことから，ひび割
れの発生基準としての適用性を示した． 
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